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国立大学法人山形大学事業報告書 
 
 
「Ⅰ 法人の長によるメッセージ」                                           
 

 山形大学は、６学部・６研究科を中心とした教育研究組織を有する東北地区有数の総合大学であ

り､「地域創生」「次世代形成」「多文化共生」を使命とし、学生教育を中心とする大学創り、豊か

な人間性と高い専門性の育成、「知」の創造、地域創生及び国際社会との連携、不断の自己改革とい

う５つの基本理念に沿って、教育、研究及び地域貢献に全力で取り組み、国際化に対応しながら、地

域変革のエンジンとして、キラリと光る存在感のある大学を目指しています。 

令和５年度においては、第４期中期目標・中期計画期間のビジョンである「幸福な社会を実現する

人材の育成」、「持続的な発展と新たな知の創造に貢献する学術の推進」、「地域の創成を加速する

社会との共創の場の構築」、「高度医療の推進と地域連携に基づく充実した医療体制の構築」、「持

続的に発展する経営体としての自己変革」の実現に向けた様々な活動に取り組みました。 

 

 
「Ⅱ 基本情報」                                           

１．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 
 

山形大学は、令和３年度に新たな将来構想として「山形大学将来ビジョン－つなぐちから。山形大

学－」を策定しました。これは、山形大学が激変の時代においても大学の存在意義を発揮し、社会の

紐帯となって活躍していくため、「つなぐちから」をキーワードとし、地域社会とともに歩む大学の

真の在り方を心に刻むべく策定したものになります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、「地域創生」「次世代形成」「多文化共生」の３つの使命及び「学生教育を中心とする大学

創り」、「豊かな人間性と高い専門性の育成」、「『知』の創造」、「地域創生及び国際社会との連

携」、「不断の自己改革」という５つの基本理念のもとで、 
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①幸福な社会を実現する人材の育成 

②持続的な発展と新たな知の創造に貢献する学術の推進 

③地域の創成を加速する社会との共創の場の構築 

④高度医療の推進と地域連携に基づく充実した医療体制の構築 

⑤持続的に発展する経営体としての自己変革 

を第４期中期目標のビジョンとし、以下の活動を展開します。 

 

①幸福な社会を実現する人材の育成 

主体的で実践的な学びを中核に据えた教育を通じて、社会の変化に柔軟に対応する能力の源となる

豊かな人間性・幅広い教養・課題解決力を高める専門性・グローバルな視点を身に付け、幸福な社会

のあるべき姿を自ら描いて社会変革を牽引する人材を育成します。知識集約型社会に対応した新たな

教育内容・教育手法を導入する教育改革を行うとともに、機関解析（IR（Institutional 

Research））に基づく教育の質保証を推進します。 

 

②持続的な発展と新たな知の創造に貢献する学術の推進 

地域・国・地球規模の諸課題を解決し、社会の持続的な発展に貢献する先進的研究を推進するとと

もに、学問の自律性から生まれる独創的な研究と、地域多様性に根ざした個性的な研究を創出しま

す。新たな思想・科学・技術を生み出す研究基盤を強化し、未踏の分野に挑戦する次世代の研究者を

育成します。 

 

③地域の創成を加速する社会との共創の場の構築 

 総合大学としての幅広い学術活動と各キャンパスの地域特性を活かし、多様な文化の醸成、新たな

価値の創出、産業の活性化と支援、健康で幸福な生活の実現、さらには様々なライフステージでの人

材育成に至る広い領域で、地域から世界に広がる共創の場を形成し、社会との協働を推進します。 

 

④高度医療の推進と地域連携に基づく充実した医療体制の構築 

 多様で特徴的な高度医療の推進により、附属病院の各種拠点機能を強化し、地域医療の最後の砦と

しての役割を強化します。さらに、各種医療人財、高度な医療専門職の育成を推進し、地域のステー

クホルダーと連携して充実した地域医療体制構築の中心的役割を果たします。 

 

⑤持続的に発展する経営体としての自己変革 

 ガバナンス改革を推進し、経営体としての透明性を一層高めるとともに、IR（Institutional 

Research）による分析・評価で資源を効率的に調達・活用し、地域社会のコモンズとして持続的に発

展する経営基盤を強化します。また、部局を越えた協働や外部との交流を促進して、経営課題に戦略

的・機動的に挑戦する人材を育成し、教職員の成長を大学の活性化につなげるマネジメント改革を推

進します。 
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〇山形大学の強みを構成する取組等 

・やまがた社会共創プラットフォーム 

 やまがた社会共創プラットフォームは、地域が抱える課題を共有し、その解決に向けて関係諸団体

が恒常的に議論する場として、本学が事務局として運営を行う地域連携プラットフォームです。山形

県内の 15 の高等教育機関、山形県と 35 の市町村、県内の 10 の主要関係団体が加盟する全国屈指の

規模を誇る地域連携プラットフォームとなっています。 

 本プラットフォームの枠組みを最大限活用し、文部科学省「地域ニーズに応える産学官連携を通じ

たリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」に採択されるなど、地域課題の解決に貢献してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・山形大学医学部東日本重粒子センター 

 山形大学医学部東日本重粒子センターは、東北・北海道では初となる、超伝導回転ガントリーや高

速スキャニングなど、最先端技術を結集して作られた重粒子線治療施設です。本センターの４大コン

セプトは省エネ・省スペース・廃棄物ゼロ・イージーオペレーションであり、装置メーカー（東芝エ

ネルギーシステムズ）との共同研究により、画期的な「山形モデル」に到達しております。 
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～「山形モデル」について～ 

 ①世界初となる総合病院との接続（山形大学医学部附属病院と空中回廊で直結） 

 ②加速器と治療室を立体配置した世界最小の建屋 

 ③超伝導技術を用いた世界最小の回転ガントリー照射装置 

 

・世界トップレベルの研究成果で有機 EL 開発を黎明期から牽引 

 有機 EL とは、プラスチックに代表される有機材料を精密な分子構造の設計により、電気を流す半

導体とし、電気的に発光させるエレクトロルミネッセンスのことです。本学大学院有機材料システム

研究科の城戸淳二教授が、世界で初めて白色有機 EL を開発して以来、有機 EL 研究開発の第一人者と

してその進化を牽引しています。 

 また、有機エレクトロニクスの世界的研究拠点として、基礎的・学術的研究の推進を図り、その研

究成果を実用化等によって社会に還元することを目的とする「有機エレクトロニクス研究センター」

を設置するなど、積極的に社会実装等へつなげています。 

 

・ナスカの地上絵の研究と保護を託された世界で唯一の大学 

 世界遺産にも登録される「ナスカの地上絵」ですが、ナスカ台地があまりにも広大であるため、地

上絵の分布状況については十分に把握されていない状況でした。本学人文社会科学部の坂井正人教授

（専門は文化人類学・アンデス考古学）は、「ナスカ地上絵プロジェクトチーム」を結成し、人工衛

星画像の解析や現地での調査等を重ね、新たな地上絵の発見に至りました。 

 その後も、ナスカ市に「山形大学ナスカ研究所」を開所し、さらにペルー文化省とナスカの地上絵

に関する学術協力と保護等を目的とする「特別協定書」を締結しています。 
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２．沿革 

本学は、昭和 24 年５月の国立学校設置法により、山形高等学校、山形師範学校、山形青年師範学校、 

米沢工業専門学校及び山形県立農林専門学校を母体として、文理学部、教育学部、工学部、農学部の

４学部を有する大学として設置されました。 

 

 昭和  29 年 4 月 工学専攻科設置及び工業短期大学部併設 

    34 年 4 月 教育専攻科及び農学専攻科設置 

    39 年 4 月 大学院工学研究科（修士課程）設置（工学専攻科の廃止） 

    42 年 6 月 人文学部、理学部及び教養部設置（文理学部の改組） 

    45 年 4 月 大学院農学研究科(修士課程)設置（農学専攻科の廃止） 

    46 年 4 月 理学専攻科設置 

    47 年 4 月 人文学専攻科設置 

    48 年 9 月 医学部設置（６学部と教養部を持つ総合大学に発展） 

    50 年 4 月 養護教諭特別別科設置 

    54 年 4 月 大学院理学研究科（修士課程）設置（理学専攻科の廃止）及び大学院 

          医学研究科（博士課程）設置 

    58 年 4 月 工学部に夜間主コース（Ｂコース）設置（工業短期大学部の廃止） 

  平成  5 年 4 月 大学院教育学研究科（修士課程）設置（教育専攻科の廃止）及び大学院 

          工学研究科（博士課程）設置（大学院工学研究科（修士課程）の改組） 

       8 年 4 月 教養部廃止 

      9 年 4 月 大学院社会文化システム研究科（修士課程）設置（人文学専攻科の廃止） 

          及び大学院医学研究科を大学院医学系研究科に名称変更 

      11 年 4 月 大学院工学研究科を大学院理工学研究科に名称変更（大学院理学研究科 

          の廃止） 

    16 年 4 月 国立大学法人法により、国立大学法人山形大学に移行 

    17 年 4 月 地域教育文化学部設置（教育学部の改組） 

    21 年 4 月 大学院教育実践研究科（専門職学位課程：教職大学院）及び大学院地域 

          教育文化研究科（修士課程）設置（大学院教育学研究科の改組） 

21 年 10 月 基盤教育院の設置 

    27 年 4 月 学術研究院の設置 

        28 年 4 月 大学院有機材料システム研究科（修士課程・博士課程）設置 

       29 年 4 月 人文社会科学部の設置（人文学部の改組） 

学士課程基盤教育機構の設置（基盤教育院の改組） 

令和  3 年 4 月 大学院社会文化創造研究科（修士課程）の設置 
（大学院社会文化システム研究科及び大学院地域教育文化学研究科の改組） 

 

３．設立に係る根拠法 

 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

４．主務大臣（主務省所管局課） 

 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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５．組織図 
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６．所在地 

  〇小白川キャンパス（本部所在地）  ：山形県山形市 

  〇飯田キャンパス          ：山形県山形市 

  〇附属学校             ：山形県山形市 

  〇米沢キャンパス          ：山形県米沢市 

  〇鶴岡キャンパス          ：山形県鶴岡市 

 

７．資本金の額 

  ５２，８２７，１５０，０４５円（全額 政府出資） 

 

８．学生の状況（令和５年５月１日現在） 

   総学生数             ８，７２６人 

    学士課程          ７，２８４人（うち夜間主コース ２０５人） 

     修士課程          １，０１４人 

     博士課程            ２４０人 

   専門職学位課程      ４２人 

     別科                 ４２人 

     科目等履修生等      １０４人 

 

９．教職員の状況（令和５年５月１日現在） 

  教員 １，２５０人（うち常勤  ８６６人、非常勤３８４人） 

  職員 ２，１０９人（うち常勤１，４９７人、非常勤６１２人） 
 
 （常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で１人（０．１％）減少しており、平均年齢は４０．４歳（前年度４

０．３歳）となっています。このうち、国からの出向者は１２人、地方公共団体からの出向者８

９人、民間からの出向者はおりません。 

なお、本学は、女性活躍推進法に基づく行動計画として、２０２２年４月１日から２０２６年

３月３１日までを計画期間として定め、当該期間中に「教員に占める女性割合を１８．５％以上

とする。」という目標を掲げており、令和５年５月１日現在の教員に占める女性割合は２０．４

２％（前年度１７．９％）であり、目標を大幅に上回っております。 

また、人的資本に関する方針としては、本学の中期計画において、ダイバーシティ＆インクル

ージョンを目指すため、若手教員、外国人や女性、実務家教員等を積極的に採用し、グローバル

化や少子高齢化が進む中でもイノベーションを生むことができる大学を創ることを掲げており、

令和５年５月１日現在の若手教員比率は、２３．２％（前年度２３．０％）となっております。 

上記のダイバーシティ等の推進に関する取り組みとしては、教員の採用にあたり、「若手枠」

「ダイバーシティ枠」「特別枠」などの採用枠を定め、多様な人材の確保に努めております。 

さらに、令和５年度に「配偶者帯同雇用制度」を定め、同居を望む研究者の配偶者を本学に同

時又は連続して採用することにより真に優秀な研究者の確保及び定着を推進しております。 
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その他にも、「山形大学男女共同参画及びダイバーシティセミナー」や「山形大学男女共同参

画及びダイバーシティフェスタ」、「山形大学レイシャルハラスメント防止セミナー」、「学長

・学部長と女性研究者との懇談会」「新任教員ミーティング～新任者と語るワークライフバラン

ス～」、「女性研究者の集い」などのイベントを開催し、ダイバーシティの推進に向けた意識改

革を進めるとともに、仕事とライフイベントとの両立支援として「各種保育利用料補助制度」や

「研究支援員制度」などを実施し、働きやすい環境づくりに努めております。 

 

１０．ガバナンスの状況 

（１）ガバナンスの体制 

 当法人では、組織の自立と責任体制の明確化による効果的な組織運営の実現を目指し、経営面と教

学面を分離させたガバナンス体制を構築しており、学内規則に経営面と教学面の各組織とその権限等

について「国立大学法人山形大学及び山形大学基本組織規則」及び「国立大学法人山形大学及び山形

大学業務執行規程」にて規定しています。    

  
  

令和２年１２月には国立大学法人山形大学内部統制規程を制定し、内部統制システムの整備及び運

用に関し、学長が内部統制最高管理責任者として最終責任を負う体制を整備しました。 

 また、内部統制を適切に実施し把握するため、総務関係業務を担当する理事、部局長等を構成員と

する国立大学法人山形大学内部統制会議を必要に応じて開催し、改善策を講じる体制となっていたと

ころですが、より一層の実効性確保のため、令和６年度以降は学長及び各理事・副学長に構成員を改

めることとなりました。 
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（２）法人の意思決定体制 

当法人における意思決定は、「国立大学法人山形大学及び山形大学業務執行規程」第３条第１項に

より、学長が行うことになっております。ただし、いくつかの業務については、同規程第３条第２項 

により、学長から理事又は副学長へ意思決定の権限が委任されております。 

 なお、学長や理事又は副学長が当法人の重要事項について意思決定を行う際には、「国立大学法人

山形大学及び山形大学基本組織規則」第１３条第１項により、役員会の審議に付すこととされてお

り、また、経営に関する重要事項について意思決定を行う際には、同規程第１５条第１項により、経

営協議会の審議に付し、教育研究に関する重要事項について意思決定を行う際には、同規程第１６条

第１項により、教育研究評議会の審議に付し、意見を伺うこととなっております。 
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１１．役員等の状況 

 （１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 

役職 氏名 任期  経歴 

学長 

 

 

玉手 英利 

 

 

令和2年 4月 1日 
～令和8年3月31日 

 

平成１５年４月 山形大学理学部教授 
平成２０年４月 山形大学評議員 

（～平成２５年３月） 
平成２５年４月 山形大学理学部長 

（～平成３１年３月） 
平成２８年４月 山形大学小白川キャンパス

長（～令和２年３月） 
令和 ２年４月 山形大学長 
 

 理事 
(研究，産学連
携担当） 

飯塚 博 

 

 

令和2年 4月 1日 
～令和6年 3月31日 

 

平成１５年４月 山形大学工学部教授 
平成１６年４月 山形大学評議員 

（～平成１９年８月） 
平成２３年９月 山形大学工学部長 

（～令和２年３月） 
平成２３年９月 山形大学大学院理工学研究

科長（～令和２年３月） 
平成２８年４月 山形大学米沢キャンパス長

（～令和２年３月） 
令和 ２年４月 山形大学理事 

理事 
(教育，入学試
験担当) 

出口 毅 

 

 

令和2年 4月 1日 
～令和6年 3月31日 

 

 

平成２０年４月 山形大学地域教育文化学部
教授 

平成２１年４月 山形大学大学院教育実践研
究科教授 

平成２７年４月 山形大学附属学校運営部長
（～平成２８年３月） 

平成２８年４月 山形大学地域教育文化学部
長（～平成３１年３月） 

平成２８年４月 山形大学大学院地域教育文
化研究科長 
（～平成３１年３月） 

平成２８年４月 山形大学大学院教育実践研
究科長（～令和２年３月） 

平成３０年４月 山形大学副学長 
令和 ２年４月 山形大学理事 
 

理事 
(学生支援，学
術基盤，広報
担当） 

矢作 清 

 

 

令和2年 4月 1日 
～令和6年 3月31日 

 

平成２８年４月 山形大学学長付主幹専門員 
平成２９年４月 山形大学総務部長 
令和 ２年４月 山形大学理事 

 理事 
(病院，財務担
当) 

根本 建二 

 

令和2年 4月 1日 
～令和6年 3月31日 
 

平成１９年４月 山形大学医学部附属病院教 
授 
平成２８年４月 山形大学医学部附属病院長

（～令和２年３月） 
令和 ２年４月 山形大学理事 
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 役職 氏名 任期  経歴 

 

 

理事 
(企画，評価・
ＩＲ，総務，
危機管理，内
部統制担当） 

花輪 公雄 

 

 

 

令和3年 4月 1日 
～令和6年 3月31日 

 

 

平成 ６年４月 東北大学理学部教授 
平成２０年４月 東北大学理学部長 
        （～平成２２年３月） 
平成２０年４月 東北大学大学院理学研究科 
        長 
        （～平成２２年３月） 
平成２４年４月 東北大学理事 
        （～平成３０年３月） 
平成３０年４月 東北大学名誉教授 
令和 ３年４月 山形大学理事 
 

 理事 
(施設担当) 

（非常勤） 

 

纐纈 晃 

 

 

 

令和2年 4月 1日 
～令和6年 3月31日 

 

 

平成１４年６月 株式会社福島博報堂代表取
締役社長その後、株式会社
盛岡博報堂、株式会社秋田
博報堂、株式会社福島博報
堂及び株式会社仙台博報堂
の代表取締役社長及び取締
役並びに株式会社青森博報
堂の取締役を歴任 

平成２４年７月 株式会社東北博報堂顧問
（～平成２５年３月） 

平成２５年６月 株式会社福島銀行社外取締
役～現在） 

令和 ２年４月 山形大学理事（非常勤） 
 

監事 

 

渡辺  均 

 

平成28年 4月 1日 
～令和6年 8月31日 

 

平成２３年６月 株式会社山形銀行常務取締 
役（～平成２８年３月） 
平成２６年８月 山形県立保健医療大学理事 

（～平成２８年３月） 
平成２８年４月 山形大学監事 
 

監事 
（非常勤） 

大森 夏織 令和2年 9月 1日 
～令和6年 8月31日 

平成 ４年４月 東京南部法律事務所弁護士 
平成２６年４月 関東弁護士会連合会常務理 
事 
平成２７年４月 東京弁護士会副会長 
平成３０年４月 日本弁護士連合会常務理事 
平成３１年４月 弁護士政治連盟常任理事 
令和 ２年９月 山形大学監事（非常勤） 
 

 

 （２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

  会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネット 

ワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、16 百万円 

（税抜き）です。 

 また、非監査業務に基づく報酬はありません。 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」     

１．国立大学法人等の長による財務状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 

 （１）貸借対照表（財政状態） 

   ①貸借対照表の要約の経年比較（５年）               （単位：百万円） 

 

②当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円） 

※百万単位未満を切り捨てしており、計は必ずしも一致していない（以下の表も同じ） 

 

（資産合計） 

   令和５年度末現在の資産合計は前年度比 992 百万円（0.8％(以下、特に断らない限り前期比・

合計)）減の 119,157 百万円となっています。 

資産の部 金　　　　額 負債の部 金　　　　額

固定資産 固定負債

有形固定資産 長期繰延補助金等 2,758

土地 42,960 19

減損損失累計額 △ 5,216 長期借入金 14,530

建物 80,582 引当金

減価償却累計額等 △ 42,527 退職給付引当金 216

構築物 5,524 その他の固定負債 3,431

減価償却累計額 △ 2,880 流動負債

工具器具備品 50,427 運営費交付金債務 376

減価償却累計額 △ 35,718 その他の流動負債 11,957

その他の有形固定資産 6,651 負債合計 33,290

その他の固定資産 3,227 純資産の部

資本金

流動資産 政府出資金 52,827

現金及び預金 1,071 資本剰余金 13,842

その他の流動資産 15,054 利益剰余金 19,197

純資産合計 85,866

資産合計 119,157 負債純資産合計 119,157

大学改革支援・学位授与機構
債務負担金

          区                 分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

資産合計 124,346 121,243 121,036 120,149 119,157

負債合計 54,015 49,414 46,107 33,702 33,290

純資産合計 70,331 71,829 74,929 86,447 85,866
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  主な増加要因としては、建物が（飯田）YU-MAI センターⅡ期改修、（米沢）体育館改修等によ

り 1,156 百万円（1.5％）増の 80,582 百万円となったこと、その他の固定資産が投資有価証券の

取得等により 1,206 百万円（59.7％）増の 3,227 百万円となったことが挙げられます。 

  主な減少要因としては、現金及び預金が有価証券の取得及び減価償却引当特定資産への繰入に

より、929 百万円（46.5％）減の 1,071 百万円となったことが挙げられます。 

 

（負債合計） 

  令和５年度末現在の負債合計は 411 百万円（1.2％）減の 33,290 百万円となっています。 

   主な増加要因としては、運営交付金債務がミッション実現加速化経費の執行残の繰越により

291 百万円（346.0％）増の 376 百万円となったことが挙げられます。 

主な減少要因としては、長期繰延補助金が減価償却により 397 百万円（12.6%）減の 2,758 百万

円となったこと、長期借入金が流動負債である１年以内返済予定長期借入金への振替等により

1,146 百万円（7.3％）減の 14,530 百万円となったことが挙げられます。 

 

（純資産合計） 

令和５年度末現在の純資産合計は 580 百万円（0.7％）減の 85,866 百万円となっています。 

  主な減少要因としては、資本剰余金が前中期目標期間繰越積立金の執行に伴う取崩しにより

485 百万円（3.4％）減の 13,842 百万円となったことが挙げられます。 

 

（２）損益計算書（運営状況） 

  ①損益計算書の要約の経年比較（５年）               （単位：百万円） 

※令和４年度は会計基準改訂に伴い、当期総利益のうち臨時利益として、資産見返運営費交付金等

戻入 3,853 百万円、資産見返寄附金戻入 2,619 百万円、資産見返物品受贈額戻入 4,971 百万円、建

設仮勘定見返負債戻入 15 百万円、特許権仮勘定見返負債戻入 13 百万円は期首に計上した資産見返

負債の収益化額を計上している。 

 

  

          区                 分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

経常費用 42,274 42,472 44,144 45,593 46,529

経常収益 43,327 43,453 45,823 46,450 47,115

当期総損益 1,119 1,137 2,015 12,433 547
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②当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（経常費用） 

令和５年度の経常費用は 936 百万円（2.1％）増の 46,529 百万円となっています。 

主な増加要因としては、診療経費が医療材料費等の増加により、740 百万円（4.2％）増の 18,385

百万円となったこと、教育研究支援経費が図書の除却による図書費の増により、519 百万円（115.9

％）増の 967 百万円となったことが挙げられます。 

主な減少要因としては、会計基準改訂により令和５年度から受託研究・共同研究・受託事業収

入で取得した償却資産の会計処理が変更となり、これまで受託研究等収入で購入した償却資産は

当該受託研究等の期間を耐用年数として減価償却を行っていましたが、当該研究の終了後も使用

する場合、法定耐用年数により減価償却を行うこととなったことから、受託研究費等の減価償却

費が減となり、その他が 337 百万円（17.1％）減の 1,638 百万円となったこと、教育経費が光熱

水費の減により 126 百万円（6.1%）減の 1,944 万円となったことが挙げられます。 

    

（経常収益） 

 令和５年度の経常収益は 665 百万円（1.4％）増の 47,115 百万円となっています。 

 主な増加要因としては、附属病院収益が入院稼働率及び外来診療の増加等により、1,466 百万

円（6.0％）増の 25,881 百万円となったことが挙げられます。 

金　　　　額

経常費用（Ａ） 46,529

業務費

教育経費 1,944

研究経費 2,504

診療経費 18,385

教育研究支援経費 967

人件費 19,750

その他 1,638

一般管理費 1,230

財務費用 87

雑損 20

経常収益（Ｂ） 47,115

運営費交付金収益 10,882

学生納付金収益 5,168

附属病院収益 25,881

その他収益 5,182

臨時損益（Ｃ） △ 99

目的積立金取崩額（Ｄ） 61

当期総利益 (B-A+C+D) 547
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 主な減少要因としては、前述の会計基準改訂により令和５年度から受託研究・共同研究・受託

事業収入で取得した償却資産の会計処理の変更による減価償却費の減により、その他収益が 630

百万円（10.8％）減の 5,182 百万円となったことが挙げられます。 

   

（当期総利益） 

 上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損等により 105 百万円、臨時利益として

6 百万円、目的積立金取崩額 61 百万円を計上した結果、令和５年度の当期総利益は令和４年度に

会計基準改訂による会計処理の変更（P14 に令和４年度の当期総利益について記載）により前期

比で 11,886 百万円（95.6％）減少し 547 百万円となっています。 

 

（３）キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 

①キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）      （単位：百万円） 

 

②当事業年度の状況に関する分析        （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和５年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 1,079 百万円（28.1%）増の 4,926 百万円と

なっています。 

 主な増加要因としては、附属病院収入が 1,925 百万円（8.0％）増の 25,987 百万円となったこ

とが挙げられます。 

          区                 分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,386 3,033 6,427 3,847 4,926

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,361 190 △ 7,584 △ 2,557 △ 3,909

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,681 △ 1,810 △ 2,137 △ 1,866 △ 1,945

資金期末残高 4,225 5,639 2,345 1,767 838

金　　　　額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 4,926

人件費支出 △ 20,512

その他の業務支出 △ 21,147

運営費交付金収入 11,174

学生納付金収入 4,649

附属病院収入 25,987

その他の業務収入 4,774

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 3,909

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △ 1,945

Ⅳ資金に係る換算差額(D) -                

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） △ 929

Ⅵ資金期首残高(F) 1,767

Ⅶ資金期末残高（G=E+F） 838
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主な減少要因としては、その他の業務支出が診療関連業務支出の増により 622 百万円（3.0％）

増の△21,147 百万円となったことが挙げられます。 

    

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和５年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 1,351 百万円（52.9％）増の△3,909 百万

円となっています。 

主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が 1,212 百万円（44.3％）増の△3,950

百万円となったことが挙げられます。 

主な減少要因としては、有価証券の償還による収入が 400 百万円（4.9%）増の 8,600 百万円と

なったことが挙げられます。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和５年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 78 百万円（4.2％）増の△1,945 百万円と

なっています。 

主な増加要因としては、長期借入金の返済による支出が 80 百万円（8.5%）増の△1,028 百万円

となったことが挙げられます。 
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（４）主なセグメントの状況 

① 附属病院セグメント 

＜大学病院のミッション＞ 

  山形大学医学部附属病院は、山形県の医療の最後の砦として、県内で最も進んだ医療機器を導入

し先進医療の提供すること、山形県内における唯一の特定機能病院、地域がん診療連携拠点病院及

び令和元年度より指定を受けたがんゲノム医療拠点病院として高度な医療を提供することで、地域

医療の中核的役割を担っています。 

 

＜大学病院の中・長期の事業目標計画＞ 

（1）経常的な計画（附属病院の理念） 

山形大学医学部附属病院は、下記理念のもと「人間性豊かな信頼の医療」の追求を目指してい

ます。 

１．診療科間の垣根を取り払い、病院全体として適切な医療を提供します。 

２．情報開示に努め、社会に開かれた病院を目指します。 

３．個々の患者さんに適した先進医療の開発・導入に努めます。 

４．厳しい倫理観を持った創造的な医療人を育成します。 

（2）重要な計画 

重粒子線がん治療装置は、山形大学医学部が装置の設計段階から関与し、高レベルの省エネル

ギー・省スペースを達成した世界最先端の装置で 2021 年より本格的に治療を開始し、治療者数の

増加を目指します。また、2019 年、本院は、がんゲノム医療を行う全国 34 のがんゲノム医療拠

点病院の一つに指定されました。がんゲノム医療は、患者さんのがんの遺伝子異常を調べ、その

がんに最適な治療を行う個別化医療で本院は、今後、このがんゲノム医療を推進すると共に、が

ん以外の疾患も対象としたゲノム医療の体制整備を進めてまいります。 

 

（3）施設・設備の計画 

   先進医療を提供するため医療機器の更新については,財務担当副病院長を主担当とする経営改

善ヒアリングを開催し、各診療科から必要な機器を申請の上、要望機器の稼働状況や新しい機器

であれば先進医療における必要性、また医療安全の観点から選定し、限られた予算の範囲内で効

果的に整備を進めています。 

 

令和５年度における取組 

【教育・研究の取組】 

○山形大学 Well-Being 研究所を飯田キャンパスに設置 

   令和５年４月、全学組織として山形大学 Well-Being 研究所を飯田キャンパスに設置しました。

長年実施してきた「山形コホート研究」の成果を、県民の皆様一人ひとりに個別化して還元し、

Well-Being（体と心が健康で、人や社会とのつながりがよい状態）を実現し、健康寿命の延伸に

つなげていきます。令和５年度は１６件の研究を新たにスタートしました。県民の皆様一人ひと

りに個別化した健康アドバイスを実施するために、スマートフォン上で使用できる「Well-Being
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アプリ（仮称）」を開発するなど、今後、これらの研究成果も県民の皆様に還元していく予定で

す。 

 

○地域医療臨床実習の充実 

   令和５年６月に第 14 回山形県広域連携臨床実習運営会議を開催し、地域医療機関での実習の実

施状況、感染症下における継続可能な臨床実習の在り方、今後の臨床実習学生の受け入れ数及び

スケジュール等について協議を行いました。広域連携臨床実習の連携先は現在 14 施設ですが、今

後の実習に向けて、実習病院等の拡充等について検討していく予定です。 

 

【診療の取組】 

○山形大学医学部附属病院地域連携会を開催 

   令和５年１０月、山形大学医学部附属病院地域連携会を開催しました。この連携会は、地域医

療機関と密に連携を図り、風通しのよい関係を築いていくために、特定機能病院である当院の特

性や機能を知って頂き、連携を一層強化することで、地域医療水準の向上を目指し、県内 54 の病

院･診療所の先生方から出席頂きました。引き続き、地域の医療機関の皆様との連携を深め、患者

さんが安心して医療を受けることが出来る環境つくりに取組んでいきます。 

 

○「ジャパン インターナショナル ホスピタルズ（ＪＩＨ）」 

   当院は、平成２９年に「ジャパン インターナショナル ホスピタルズ（ＪＩＨ）」に推奨さ

れて以来、２度目の更新審査を令和５年１０月に受審した結果、推奨が継続されることになりま

した。「ジャパン インターナショナル ホスピタルズ」は、一般社団法人 Medical Excellence 

Japan（MEJ）が、渡航受診者受入れに意欲のある病院の受入れ態勢や取組み、渡航受診者を受入

れる診療科において提供する診断・治療、健診・検診の内容と実績を評価し、所定の基準を満た

す病院を「ジャパン インターナショナル ホスピタルズ」に推奨するものです。今後とも医療の

国際化への取組みとして、院内受入れ体制の整備、地域との連携体制の強化に努めます。 

 

○ＪＲＡＴの派遣・活動 

   令和６年１月に発生した能登半島地震への支援として、日本災害リハビリテーション支援協会

（ＪＲＡＴ）の派遣要請を受けて、本院を含めたやまがたチームを派遣いたしました。本院を中

心に、山形済生病院（山形市）、みゆき会病院（上山市）の 3施設合同チーム「やまがたＪＲＡ

Ｔ」のメンバー計 16 人は、「日本災害リハビリテーション支援協会」（ＪＲＡＴ、東京）の派遣

要請を受け、能登半島沖地震被災地の高齢者らのリハビリテーション医療支援に当たりました。 

 

病院の経営状況について、入院患者数は 182,796 人、稼働率 79.4%（前年度入院患者数 180,134 人、

稼働率 78.5%）、手術件数は 6,250 件（前年度 5,810 件）、外来患者数は 323,876 人（前年度外来患

者数 320,155 人）と増加しており、入院診療単価は 91,359 円（前年度 89,124 円）、外来診療単価も

28,538 円（前年度 26,283 円）と増加し、附属病院収益は前年度から 1,083 百万円（4.6％）増の 24,615

百万円となりました。 
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附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益 24,615 百万円（89.6％（当該セグメ

ントにおける業務収益比､以下同じ））､その他 2,868 百万円（10.4％）となっています。また、事業

に要した経費は、診療経費 17,332 百万円、人件費 9,069 百万円、その他 431 万円となっています。 

 

 下表「附属病院セグメントにおける収支の状況」は、文部科学省からの作成要領に従い、当該セグ

メント情報を基に、経常損益から減価償却費や引当金繰入額などの現金支出を伴わない費用を控除し、

資産の取得や借入金の返済などに要した額を加算して算定したものでありますが、「Ⅰ業務活動によ

る収支の状況（Ａ）」は、昨年度比 564 百万円減の 2,673 百万円となっており、「Ⅵ収支合計」は 1,040

百万円となっております。 

 

附属病院収入確保のための努力は着実に実を結んでいるものの、償還にあたっては、附属病院収入を

借入金の返済に先充てすることとなるため、投資活動において資金的な赤字が生じないよう運営して

おりますが、医師の働き方改革の影響や物価高騰の影響もあり、依然として病院経営が厳しい状況に

あることに変わりありません。附属病院の経営企画部門において定期的な経営ヒアリングを開催し、

きめ細やかな経営分析、改善の取組を進めるとともに、大学においても附属病院の財務状況を逐次把

握しつつ、附属病院の使命を果たすため引き続き経営改善に努めていくこととしています。 
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附属病院セグメントにおける収支の状況 

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）          （単位：百万円） 

金　　額

Ⅰ 業務活動による収支の状況（Ａ） 2,673          

人件費の支出 △ 9,006      

その他の業務活動による支出 △ 15,490    

運営費交付金収入 2,096          

附属病院運営費交付金 -                

基幹運営費交付金（基幹経費） 2,011          

特殊要因運営費交付金 85               

基幹運営費交付金（機能強化経費） -                

附属病院収入 24,615         

補助金等収入 326             

その他の業務活動による収入 131             

Ⅱ 投資活動による収支の状況（Ｂ） △ 102         

診療機器等の取得による支出 △ 473         

病棟等の取得による支出 △ 29          

無形固定資産の取得による支出 -                

有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 -                

施設費による収入 -                

その他の投資活動による支出 -                

その他の投資活動による収入 401             

利息及び配当金の受取額 -                

Ⅲ 財務活動による収支の状況（Ｃ） △ 1,581      

借入れによる収入 -                

借入金返済による支出 △ 905         

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △ 37          

リース債務の返済による支出 △ 569         

その他の財務活動による支出 -                

その他の財務活動による収入 -                

利息の支払額 △ 69          

Ⅳ 収支合計（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 989             

Ⅴ 外部資金を財源として行う活動による収支の状況（Ｅ） 51               

受託研究及び受託事業等の実施による支出 △ 165         

寄附金を財源とした活動による支出 △ 5            

受託研究及び受託事業等の実施による収入 217             

寄附金収入 5                

Ⅵ 収支合計（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 1,040           
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②東日本重粒子センターセグメント 

医学部東日本重粒子センターは、医学部及び医学部附属病院において、重粒子線治療に関する診療、

教育及び研究の推進を図ることを目的として設置しています。 

令和５年度は、前年度に引き続き受け入れ可能な全ての部位に対する重粒子線治療を実施しました。 

治療対象となる部位については前年度に引き続き、前立腺がん、頭頸部腫瘍、骨軟部腫瘍、転移性

腫瘍、大腸がん術後再発、肺、すい臓、肝臓、腎臓及び子宮頚がんを対象としました。治療実績は公

的保険対象部位を中心に順調に推移しており、令和５年度は目標であった 600 人を超える 662 人の患

者を治療しております。海外からの患者の問い合わせも増えて来ており、令和５年度は外国人患者に

対して自由診療による治療を３件実施しました（前年度は１件）。 

教育については、本装置による医学部学生への最先端がん治療の実践教育及び医学物理士の養成が

進展しています。 

研究については、重粒子線治療と外科的治療のコンバージョンによる新たな“すい臓がん治療”を

始め実践的な研究が始まっています。また、工学部との共同研究により深層学習を応用した重粒子線

治療適応判断システムの開発を実施し、このテーマにより工学系研究科の大学院生が修士を取得する

など、分野横断的な研究が進みつつあります。 

また、重粒子線治療装置の照射精度の向上に向けた「三次元画像誘導即時適用粒子線治療研究開発

システム」の研究・開発予算の採択を受け、その一部機能開発として、3D-3D 患者位置決めシステム

の研究・開発を装置メーカと共同で開始しました。 

一方、当センターの重粒子線治療装置は省エネルギー型ではありますが稼働においては相応の大電

力を必要とするため、エネルギー価格の世界的な高騰により経費が増額し、収支が圧迫されてきてい

ます。ただし令和５年度は令和４年度に比べて年間使用電力量を５％減少できたこと、また価格の高

騰も多少落ち着いたことにより、前年度に比べ光熱費が３０百万円近い減となりました。 

東日本重粒子センターセグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益 1,266 百万円（90.8％

（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、運営費交付金収益 30 百万円（2.2％）、その

他 97 百万円（7.0％）となっています。また、事業に要した経費は、診療経費 1,053 百万円、研究経

費 140 百万円、人件費 124 百万円、その他 17 百万円となっています。 

今後は、エネルギー価格や人件費、材料費の高騰、情報システムのハードウェア更新に対応すべく、

東北地方を中心とした集患の強化および海外患者の自由診療を拡大し、治療費による収入増を検討・

推進していく必要があります。 
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２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

  当期総利益 547,312,445 円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育、研究、診療の

質の向上及び組織運営の改善に充てるため、547,312,445 円を目的積立金として申請しています。 

   令和５年度は、教育、研究、診療の質の向上及び組織運営の改善に充てるため、前中期目標期間

繰越積立金 641,959,503 円を取り崩しました。 

 

３．重要な施設等の整備等の状況 

（１）当事業年度中に完成した主要施設等 

 （飯田）YU-MAI センターⅡ期改修  （取得原価  660,520,610 円） 

 （米沢）工学部体育館改修   （取得原価  231,074,400 円） 

    

（２）当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

（飯田）YU-MAI センター   1,952,350,000 円（取得原価登録見込額） 

（米沢）（仮称）GX 共創ｾﾝﾀｰ及び（米沢ｱﾙｶﾃﾞｨｱ）有機ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

    ＊１事業で２施設を建築中のため、合算して記載 

1,278,860,000 円（取得原価登録見込額） 

（鶴岡）ｱｸﾞﾘﾌｰﾄﾞｼｽﾃﾑ先端研究ﾌｨｰﾙﾄﾞ本館等   759,200,000 円（取得原価登録見込額） 

 

（３）当事業年度中に処分した主要施設等 

   該当なし 

 

（４）当事業年度において担保に供した施設等 

   該当なし 

 

４．予算と決算との対比                           （単位：百万円） 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 43,333 47,301 43,628 46,115 45,312 49,246 43,932 48,265 47,281 50,069

運営費交付金収入 11,079 11,717 10,717 11,001 10,726 11,050 10,982 11,101 10,824 11,258 （注１）

補助金等収入 672 712 702 2,169 1,296 3,178 997 1,761 841 959 （注２）

学生納付金収入 4,795 4,737 4,742 4,640 4,692 4,660 4,656 4,651 4,675 4,649

附属病院収入 19,933 21,009 20,637 20,075 21,363 23,042 21,963 24,055 24,148 25,986 （注３）

その他収入 6,851 9,124 6,828 8,228 7,233 7,314 5,332 6,695 6,791 7,215 （注４）

支出 43,333 44,663 43,628 43,857 45,312 45,999 43,932 46,474 47,281 47,007

教育研究経費 14,795 14,980 14,554 14,250 16,770 15,305 14,783 14,757 15,794 14,763

診療経費 20,317 21,593 21,244 20,725 21,859 22,403 22,534 25,125 24,651 25,450 （注５）

その他支出 8,220 8,089 7,828 8,880 6,682 8,291 6,614 6,591 6,835 6,793

-         2,638 -         2,257 -         3,246 -         1,790 -         3,061

令和３年度

収入－支出

令和４年度 令和５年度令和２年度令和元年度
区　　　　　分

 

 

○予算と決算の差異について 

（注１）運営費交付金については、計画の段階で予定していなかった受入があったことにより、予
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算額に比して決算額が 434 百万円多額となっています。 

（注２）補助金等収入については、計画の段階で予定していなかった補助金の受入があったため、

予算額に比して決算額が 117 百万円多額となっています。なお、補助金等収入には、授業料

等減免費交付金が 340 百万円含まれており、本補助金は授業料等免除に使用しております。 

（注３）附属病院収入については、外来患者及び入院患者にかかる診療単価の増等により予算額に

比して決算額が 1,838 百万円多額となっています。 

（注４）その他収入については、産学連携等研究収入の獲得に努めたこと等により、予算額に比し 

て決算額が 423 百万円多額となっています。 

(注５) 診療経費については、(注３)に示した理由等により、予算額に比して、決算額が 798 百万 

円多額となっています。 

  ※詳細につきましては、各年度の決算報告書をご参照ください。 
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「Ⅳ 事業に関する説明」 

１．財源の状況 

当法人の経常収益は 47,115 百万円で、その内訳は、附属病院収益 25,881 百万円（54.9％（対経

常収益比、以下同じ。））､運営費交付金収益 10,882 万円（23.1％）、学生納付金収益 5,168 百万

円（11.0％）、その他の収益 5,182 百万円（11.0％）となっています。 

 また、（独）大学改革支援・学位授与機構の施設費貸付事業により長期借入れを行っています（令

和５年度期末残高 15,708 百万円（既往借入れ分を含む））。 

 

２．事業の状況及び成果 

（１）教育に関する事項 

 国立大学法人の重要な事業の一つである教育において、山形大学では中期目標のビジョンの一つ

である「幸福な社会を実現する人材の育成」を実現するために、これからの時代に求められる高度

情報専門人材を輩出するための教育組織の設置構想を策定するとともに、教育のさらなる質向上に

つなげるための取組を実施しました。 

 

＜特筆すべき活動・成果＞ 

 〇データサイエンスマイスター制度の充実 

   本学は、データサイエンス関連の認定科目を習得した学生を「データサイエンスマイスター」

として認定する制度を令和２年度から開始しています。令和４年度に、文部科学省「数理・デー

タサイエンス・AI 教育プログラム認定制度」のリテラシーレベルの認定を受けておりましたが、

令和５年度には同制度の応用基礎レベルの認定を受けました。 

   今後も教育プログラムの改良と充実を行い、本学の新しい学びの開発への努力と挑戦を続けて

いきます。 
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（２）研究に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである研究において、山形大学では中期目標のビジョンの一つ

である「持続的な発展と新たな知の創造に貢献する学術の推進」を実現するために、国際的に通用

する高い水準にあると認められる研究拠点や、その研究成果により社会、とりわけ地域に大きく貢

献すると認められる研究拠点を重点的に支援しました。また、将来、そのような拠点となり得る学

内の研究グループを発掘し育成することを目的とした「YU-COE（山形大学先進的研究拠点）形成支

援」を行うとともに、若手研究者や大型競争的研究費にチャレンジする意欲の高い研究者へ総合支

援パッケージによる支援を実施しています。 

 

＜特筆すべき活動・成果＞ 

①山形大学 Well-being 研究所の設置 

 本学におけるコホート研究は、これまで医学部のある飯田キャンパスにて主に行われてきまし

た。今回、地域ゲノムコホート研究を運営していた「山形大学メディカルサイエンス推進研究所」

とがん研究を担ってきた「山形大学がん研究センター」を再編・統合し、「健康」をテーマとし

た「山形大学 Well-Being 研究所」として、再編・統合しました。これまで「点」として、各学

部、各教員が個別に進めてきた「健康」に関わる研究を連結し、深化・拡大させ、オール山形大

学で地域の健康、福祉に取り組みます。 

「高度医療の推進と地域連携に基づく充実した医療体制の構築」を目的として、医学部が中心

となり、学内外の組織・研究分野の垣根を超えた健康、幸福づくりに資する研究を推進すること

により、山形大学として、地域社会における「持続可能な幸福社会」の実現に貢献してまいりま

す。 
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②文部科学省「地域中核・特色ある研究大学の連携による 産学官連携・共同研究の施設整備事

業」への採択 

文部科学省が令和４年度補正予算に計上した「地域中核・特色ある研究大学の連携による産学

官連携・共同研究の施設整備事業」に本学が採択されました。 

 同事業は、強みや特色ある研究、社会実装の拠点等を核とした研究力の向上戦略の実行に必要

となる共同研究や産学官によるオープンイノベーションの創出等に必要な施設の整備を支援す

ることで、大学の機能強化を図ることが目的の事業であり、本学は東北大学及び会津大学と連携

し、米沢キャンパスの山形大学 GX 共創センター（仮称）（現：国際事業化研究センター）及び

有機エレクトロニクスイノベーションセンターの増築・改修を行います。 

 本学最大の強みである有機材料研究を基盤とし、環境にやさしい機能材料・次世代デバイス・

製造技術におけるグリーントランスフォーメーション（GX）を推進し、社会課題に関連した環境

・エネルギー・医療・農業分野への裾野の拡大を進め、国内外の社会課題解決や新産業創出など

のイノベーション創出を目指します。 

 

③内閣府「地域中核大学イノベーション創出環境強化事業」への採択 

 内閣府の令和５年度「地域中核大学イノベーション創出環境強化事業」に本学が採択されまし

た。 

 同事業は、地域の中核となる大学が、独自のミッション・ビジョンに基づく強みや特色を最大

限発揮し、地域ニーズに即した社会貢献活動を推進するとともに、同活動を通じた地域行政や産

業界からの投資誘発を通じて、大学の財源多様化を進める事業であり、本学は、強みである有機

材料システムを核とした本学の社会実装力を結集し、地域との共創を通じて、山形県における高

付加価値な新事業・新ビジネス創出の基盤となるイノベーションエコシステムを形成することを

目指します。 

 

（３）医療に関する事項 

  国立大学法人の重要な事業の一つである医療において、山形大学では中期目標のビジョンの一つ

である「高度医療の推進と地域連携に基づく充実した医療体制の構築」を実現するために、山形大

学医学部東日本重粒子センターにおける治療の推進のほか、ロボット手術、ハイブリッド手術、低

侵襲デバイス治療等の低侵襲治療、重症心不全・呼吸不全の治療の推進及びオーダーメイド型医療

に向けたがん遺伝子パネル検査を推進しています。 

 

＜特筆すべき活動・成果＞ 

  山形大学医学部東日本重粒子センターの稼働状況 

     山形大学医学部東日本重粒子センターでは、平成 27 年に開始した次世代型重粒子線がん治療 

装置の開発が終了し、令和４年 10 月からは予定していた全ての症例に対し重粒子線がん治療を

実施しています。 
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       本センターでの重粒子線がん治療は、令和３年２月に前立腺がんの治療を開始しており、令和 

４年５月からは、回転ガントリー照射装置の運用を開始し、頭頚部腫瘍を始めに順次症例を拡大、

現在は下図に示した全ての症例の治療を行っています。 

治療実績は順調に積み上がっており、令和３年２月に一例目となる前立腺がんの治療を開始し

てから２年余りが経過し、令和５年６月 19 日に重粒子線がん治療を開始した患者数が 1,000 人

を超え、令和５年度内では目標を超えた 662 人を治療しました。 

 

 

 

   

 

（４）社会貢献に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである社会貢献において、山形大学では中期目標のビジョンの

一つである「地域の創成を加速する社会との共創の場の構築」に基づき、本学が地域と共に持続可

能な“幸福社会”を実現し、“頼れる知のパートナー”として地域の持続的発展を支える社会基盤

となるための基本方針として「山形大学における社会との共創に係る基本方針」を策定しており、

「やまがた社会共創プラットフォーム」を活用した取組等を実施しています。 

 

＜特筆すべき活動・成果＞ 

  ①文部科学省「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支 

援事業」への採択 

文部科学省が令和４年度補正予算に計上した「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレ

ント教育プラットフォーム構築支援事業」に、本学が申請した「山形県における包括的な産学官

金医連携の枠組みを活用した地域リカレント教育の定着促進サイクル」が採択されました。 

本事業では、山形県内すべての高等教育機関（15 機関）、山形県と県内 35 市町村、10 の県内

主要関係団体の計 61 機関が加盟する「やまがた社会共創プラットフォーム」の枠組みを最大限

活用し、県内各機関が実施するリカレント教育内容を県民に広く周知することにより受講を推進

する「やまがたリカレント教育アカデミー」を構築しました。 

 

    

 

＜回転ガントリー照射装置＞ ＜重粒子線治療が可能な症例＞ 
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②高校在学中に起業を経験できるアントレプレナーシップ教育コース開設を支援 

山形大学アントレプレナーシップ教育研究センターは、学校法人新庄学園新庄東高等学校と 

の間で、アントレプレナーシップ（起業家精神）の醸成や経営人材の育成を図るとともに、地

域産業の活性化に繋がる人材の育成を目指し、協働してアントレプレナーシップ教育を実施す

ることを目的として、連携協定を締結しました。 

      高校生へのアントレプレナーシップ教育の拡大は文部科学省の指針にもあり、本センターと 

しては、同省「Edge-Prime Initiative」事業を活用し今年度実施している、山形県立鶴岡工業

高等学校へのプログラム提供に続き、県内全域への展開に向けたロールモデルとすべく重点的

な連携を推進します。 

 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１） リスク管理の状況 

当法人では，リスク評価と対応について「国立大学法人山形大学業務方法書」（詳細については，

第 11 条～第 19 条参照）に定めており，主要な業務実施の障害となるリスクとして，①事故，災害

その他緊急事態発生、②情報システムに係るリスク、③入札・契約に関するリスク、④研究に係る

リスク、⑤情報に係るリスクを挙げております。 

 発生又は発生が予想される様々な事象に伴う危機に、迅速かつ的確に対処し、又は未然に防止す

るため、「国立大学法人山形大学危機管理規程」及び「山形大学における危機管理対応指針」を定

め、平常時及び緊急時の危機管理体制について規定しております。平常時には、危機管理委員会に

おいてマニュアルの整備や未然防止に必要な各種取組を行い、緊急時には、事象発生を発見又は予
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見した学生や教職員が部局長に一報を入れる義務があることを明確にするとともに、部局長は対策

本部の設置ほか必要な措置を講じる義務があることを明確にしております。 

また，時代の変化に伴い生じている様々なリスクに機動的に対処するため、令和３年度に危機管

理室が新設され、事件・事故や感染症、災害及び火災、情報セキュリティインシデント等について

包括的に対応する体制を整備しております。 

なお、コンプライアンスやリスク管理に対する取組を強化するため、学内のページに「コンプラ

イアンス違反を根絶するための全教職員向け「eラーニング研修パッケージ」」のページを作成し、

研修の実施時期，受講対象者等を網羅した一覧を掲載しています。 

 

（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

 当法人では、リスク評価と対応について「国立大学法人山形大学業務方法書」（詳細については、

第 11 条～第 19 条参照）に定めており、業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分

析及び評価し、当該リスクへの適切な対応を可能とするため、業務フローの整理並びに業務フロー

の各段階におけるリスク及びその発生原因の分析並びに必要な規程の整備に努めるとともに、以下

の取組を行うこととしている。 

(1) リスク管理に係る事務を統括する部署の設置 

(2) 把握したリスクを低減するための検討 

(3) 把握したリスクに対する評価の定期的かつ継続的な見直し 

(4) 把握したリスクに関する広報の体制及び広報における留意事項の整理 

 

４．社会及び環境への配慮等の状況 

当法人は、以下に示す「山形大学における社会との共創に係る基本方針」を公開し、様々な取り組

みを展開しています。 

 

【社会共創】 

 山形大学は、地域の人々や組織と共創し、持続可能な“幸福社会”の活力となる多様な人材の育

成と、地域に根ざした新たな価値を創出するとともに、それぞれのキャンパスを地域の拠点とし、

“頼れる知のパートナー”として地域の持続的発展を支える社会基盤（コモンズ：公共財）となり

ます。 

 

【YU-SDGs】 

 山形大学は、これまでも社会の持続可能な発展の在り方を探求し、社会の多くの皆様とともに、

その実現に向け活動してきました。現在は国連による SDGs の枠組みを最大限に活用して、それらの

活動を一層加速させることとし、その姿勢を「empower!」（エンパワー：力づける、力を与える）

という言葉に込め、次の取組を行っています。 

 ・山形大学は、社会の持続可能な発展に向けた地域の取組を積極的に empower!します。 

 ・山形大学は、すべての活動の推進を SDGs の枠組みにより empower!します。 
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【環境報告書】 

山形大学では、社会及び環境への配慮を含めた本学が掲げる３つの使命を果たすため、山形大学

将来ビジョン「つなぐちから。山形大学～共育・共創・共生による持続可能な幸福社会の実現～」

を策定し、特に社会及び環境へ配慮した取組として、次の事項を実施しています。 

・環境情報の促進等に関する特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（平成

16 年法律第 77 号）第 9条第 1項の規定に基づき、本学が行う事業活動によって生じる環境負荷

や環境に対する考え方、取組等についてまとめた「環境報告書」を毎年度、本学のホームページ

にて公表しています。 

  環境報告書「山形大学における環境への取り組み」 

  URL  https://www.yamagata-u.ac.jp/jp/university/open/environment/ 

 

５．内部統制の運用に関する情報 

本学では、国立大学法人山形大学業務方法書において内部統制に関する基本的事項を定めており、 

令和２年１２月に国立大学法人山形大学内部統制規程を制定し、本学の内部統制の仕組みを整備し 

ました。当事業年度における運用状況は以下のとおりとなっております。 

なお、『Ⅱ 基本情報 10．ガバナンスの状況(P9)』でも記載しておりますが、より一層の実効性確

保のため、令和６年度以降は学長及び各理事・副学長に構成員を改めることとなりました。 

 

①利益相反マネジメントに関する事項 

内部統制規程に基づく臨時モニタリングとして、令和３年度は利益相反マネジメントを対象とし、

部局の体制の現状調査を行ったところ、部局毎にマネジメントの実態が異なっていたことが判明し

ました。 

上記現状を踏まえ、全学の利益相反マネジメント委員会において、全学統一の申告制度の導入を

柱とする利益相反マネジメント体制の整備について協議し、了承されました。 

令和４年度の内部統制会議においても、引き続き利益相反マネジメントを対象とし、体制の整備

を実施することを決定しました。 

上記現状を踏まえ、当事業年度は、全学の利益相反マネジメント委員会において、利益相反マネ

ジメントガイドラインの改定について協議し、了承されました。それに伴い， 山形大学利益相反マ

ネジメントポリシー及び国立大学法人山形大学利益相反マネジメント規程の改正を行いました。 

 

 ②防災体制に関する事項 

  内部統制規程に基づく臨時モニタリングとして、当事業年度は、大地震対応 BCP と備蓄状況を対

象とし、各キャンパスにおける防災体制の現状調査を行ったところ、飯田キャンパスを除き、BCP

は策定されていないことが判明しました。また、一部キャンパスでは備蓄している例はあるものの、

備蓄がなされていないキャンパスがあることも判明しました。 

上記現状を踏まえ、当事業年度活動計画として、各キャンパスにおける BCP（大地震対応編）の

整備及び備蓄品の整備を設定し、実施しました。 
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③モニタリングに関する事項 

内部統制システムの有効性を監視するため、以下の各モニタリングを行います。 

（１）日常的モニタリング 

（２）定期モニタリング 

（３）臨時モニタリング 

（４）独立的評価 

上記のモニタリングのうち、独立的評価について、監事並びに監査室による内部監査を行います。 

監事は、本法人の業務及び会計について監査を行います。監査終了後、監査報告書を作成し、学長

に提出します。 

監査結果に関連し、留意事項その他参考となる明細を作成したときは、監査報告付帯事項として

学長に提出し、必要があると認める時は、学長又は文部科学大臣に意見を提出することができます。 

  監査室は、本法人の業務及び会計に関して学長が指示する事項の監査を行います。 

令和５年度においては、①人事・労務関係業務、②法人文書、保有個人情報及び特定個人情報の

管理業務、③会計経理及び外部資金管理業務、④情報セキュリティの管理業務について内部監査を

行いましたが、いずれも適正に実施されていることを確認しています。 

 

 ④競争的研究費等における不正使用防止等に関する事項 

教育研究費等の不正使用防止等に関する規程第１３条に基づき、適正経理管理室において各種計 

画の策定や規程の改正等について、随時検討を行っております。 

令和５年度においては、適正経理管理室会議を１５回開催し、不正防止強化月間（コンプライア

ンス教育研修や研究費に関するアンケートを含む）やモニタリング等を計画するとともに、実施後

の検証を踏まえ次年度に向けた不正防止計画の改定を行いました。 

また、各部局における研究費不正防止活動に対する管理体制の強化策として、新たに山形大学教

育研究費不正防止計画実行会議を設置し、各部局における研究費不正防止活動の進捗状況を毎月確

認することにより、組織全体による履行管理を行いました。 

 

【国立大学法人山形大学における教育研究費等の不正使用防止等に関する規程】 

(適正経理管理室) 

第 13 条 本法人における不正防止計画を推進するため，最高管理責任者の下に適正経理管理室を

設置する。 

2 適正経理管理室は，次の各号に掲げる者で組織する。 

(1) 統括管理責任者 

(2) 総務部長 

(3) 研究情報部長 

(4) 財務部長 

(5) その他次項に定める室長が指名する者 

3 適正経理管理室に室長を置き，統括管理責任者(財務統括責任者)をもって充てる。 
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６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細                  （単位：百万円） 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細          

 ①令和４年度交付分                          （単位：百万円） 

 

  

金       額

運営費交付金
収益

83 

資本剰余金 - 

計 83 

運営費交付金
収益

- 

資本剰余金 - 

計 - 

運営費交付金
収益

- 

資本剰余金 - 

計 - 

国立大学法人
会計基準第７
２第３項によ
る振替額

運営費交付金
収益

- 

83 

費用進行基準
による振替額

合           計

該当なし

該当なし

区               分

業務達成基準
による振替額

期間進行基準
による振替額

内                         訳

①業務達成基準を採用した事業等
ミッション実現加速化経費
　・クリーンエネルギー基礎科学システム
　・アグリフードシステム先端研究センター-農村のまんなかに農
  と食を繋ぐイノベーション・コモンズを整備-
　・数理・データサイエンス・AI教育強化分
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：33
　　（教育経費：3、研究経費：11、教員人件費または職員人件
　　　費：18、一般管理費：1)
　ｲ)自己収入にかかる収益計上額：－
　ｳ)固定資産の取得額：50
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　業務進行に伴い支出した運営費交付金債務83百万円を収益化。

該当なし

運営費交付金
収             益

資本剰余金 小計

令和４年度 84 - 83 - 83 0

令和５年度 - 11,174 10,799 - 10,799 375 

交付年度 期首残高
交   付   金
当期交付額

当  期  振  替  額
期末残高
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②令和５年度交付分                          （単位：百万円） 

金       額

運営費交付金
収益

243 

資本剰余金 - 

計 243 

運営費交付金
収益

9,650 

資本剰余金 - 

計 9,650 

運営費交付金
収益

905 

資本剰余金 - 

計 905 

国立大学法人
会計基準第７
２第３項によ
る振替額

運営費交付金
収益

- 

10,799 

期間進行基準
による振替額

①期間進行基準を採用した事業等
ミッション実現加速化経費
・ミッション実現戦略分
その他
・基幹運営費交付金
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：9,640
　　（教育経費：21、研究経費：112、教育研究支援経費：0、教
　　　員人件費または職員人件費：9,499、一般管理費：7）
　ｲ)自己収入にかかる収益計上額：－
　ｳ)固定資産の取得額：9
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　期間進行に伴い支出した運営費交付金債務9,650百万円を収益
化。

費用進行基準
による振替額

①費用進行基準を採用した事業等
特殊要因経費
　・退職手当
　・年俸制導入促進費
　・建物新営設備費
　・移転費
その他
　・教育・研究基盤維持経費
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：905
　　（教育経費：176、研究経費：84、教育支援経費：33、教員人
　　　件費または職員人件費：566、一般管理費44）
　ｲ)自己収入にかかる収益計上額：－
　ｳ)固定資産の取得額：0
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　業務進行に伴い支出した運営費交付金債務905百万円を収益化。

該当なし

合           計

区               分 内                         訳

業務達成基準
による振替額

①業務達成基準を採用した事業等
ミッション実健加速化経費
　・アグリフードシステム先端研究センター-農村のまんなかに農
　と食を繋ぐイノベーション・コモンズを整備-
　・地域共創STEAM教育推進センター　－イノベーション・コモン
　ズを活用したSTEAM教育地域拠点の形成－
　・Well-Being研究所-山形コホート研究の成果を個人・地域
　の個別化健康づくりに還元
　・山形大学発ブランド農畜産物生産・加工・分析システム
　・障害学生支援分
　・数理・データサイエンス・AI教育強化分
　・国立大学病院の省エネ設備整備
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：108
　　（教育経費：23、研究経費：32、診療経費：0、教育研究支援
　　　経費：0、教員人件費または職員人件費：49、一般管理費：
　　　1)
　ｲ)自己収入にかかる収益計上額：－
　ｳ)固定資産の取得額：135
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　業務進行に伴い支出した運営費交付金債務243百万円を収益化。
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（３）運営費交付金債務残高の明細                    （単位：百万円） 

交付年度

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

0

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

0

計 0

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

216 

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

158

計 375 

令和４年度

ミッション実現加速化経費
・予定していた計画のうち、当該事業の未達分を債務として
繰越したもの。
当該債務は、翌事業年度以降において使用の上、収益化する
予定である。

設備災害復旧経費
・設備災害復旧経費の残額について国庫納付する予定であ
る。

令和５年度

ミッション実現加速化経費
・予定していた計画のうち、当該事業の未達分を債務として
繰越したもの。
当該債務は、翌事業年度以降において使用の上、収益化する
予定である。

退職手当
・退職手当の執行残であり、その分を債務として繰り越した
もの。
年俸制導入促進費
・人件費の執行残であり、その分を債務として繰り越したも
の。
当該債務は、事業年度以降において使用の上、収益化する予
定である。

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画
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７．翌事業年度に係る予算                     （単位：百万円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

翌事業年度のその他収入のうち、3,060 百万円は産学連携等研究収入及び寄附金収入等によるもの

である。また、教育研究経費のうち、656 百万円は令和 6 年度に新規に設置する山形大学農山村リジ

ェネレーション共創研究センターの事業経費を含む運営費交付金（ミッション実現加速化経費）事業

によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

金額

48,359

10,908

775

4,645

25,391

6,639

48,359

15,321

26,135

6,903

収入－支出 0

　　診療経費

　　その他支出

収入

　　運営費交付金収入

　　補助金等収入

　　学生納付金収入

　　附属病院収入

　　その他収入

支出

　　教育研究経費
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「Ⅴ 参考情報」

１．財務諸表の科目の説明

① 貸借対照表

有形固定資産 土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使

用する有形の固定資産。

減損損失累計額 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計

画に比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる

場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービス価額まで

減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計

額。

減価償却累計額等 減価償却累計額及び減損損失累計額。

その他の有形固定資

産

図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。

その他の固定資産 無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証

券等）が該当。

現金及び預金 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、

当座預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金

等） の合計額。

その他の流動資産 未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材

料、たな卸資産等が該当。

大学改革支援・学位授

与機構債務負担金

国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営セン

ターが承継した借入金の償還のための独立行政法人国立大

学財務・経営センターへの拠出債務のうち、独立行政法人国

立大学財務・経営センターから独立行政法人大学改革支援・

学位授与機構が承継した借入金の償還のための独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構への拠出債務。

長期借入金等 事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借

入金、PFI 債務、長期リース債務等が該当。 

引当金 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見

越し計上するもの。退職給付引当金等が該当。

運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

政府出資金 国からの出資相当額。

資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の

相当額。

利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 
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② 損益計算書 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

 

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に

要した経費。 

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

診療経費 国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行

為に要した経費。 

教育研究支援経費 附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せ

ず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置さ

れている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用

するものの運営に要する経費。 

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費

等の経費。 

一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経

費。 

財務費用 支払利息等 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益 授業料収益、入学料収益、検定料収益の合計額。 

その他の収益 受託研究等収益、寄附金収益、補助金等収益等。 

臨時損益 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利

益）のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認さ

れた額のことであるが、それから取り崩しを行った額。 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及

び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実

施に係る資金の収支状況。 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将

来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係

る資金の収支状況。 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入

れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る

資金の収支状況。 

資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
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２．その他公表資料等との関係の説明 

 事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成しております。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

統合報告書については、本学の活動内容をわかりやすく報告す

ることに加え、山形大学将来ビジョンおよび第４期中期目標期間

に特に力を入れている“社会共創” について情報を掲載してい

ます。当資料は当法人のホームページに掲載しております。 

https://www.yamagata-u.ac.jp/jp/yu-integrated-report2022/ 

大学案内については、本学の教育内容や学部構成等について情

報を掲載しています。当資料は当法人のホームページに掲載して

おります。 

https://www.yamagata-u.ac.jp/enroll/examination2023/ 

 

環境報告書については、本学が行う事業活動によって生じる環

境負荷や環境に対する考え方、取組み等について情報を掲載して

います。当資料は当法人のホームページに掲載しております。 

https://www.yamagata-u.ac.jp/jp/university/open/environment/ 

 




